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研究成果の概要（和文）：まず一般的な関係データの予測法として、複数の異なる種類の関係を同時に予測することで
、個々の関係を独立に予測するよりも高精度で予測を行うことができる新しい関係予測手法を開発した。次に持続可能
で頑健なサプライチェーンを築くために必要となる分析について、中部北陸地域のサプライチェーン構造分析を行った
。さらに、農林業をベースとした再生可能資源に関するサプライチェーンに必要な頑健性と柔軟性について解析し実際
に地域システムデザインを行った。研究代表者らは、本研究で得た知見をもとに、内閣官房まち・ひと・しごと創生本
部の地域経済分析システム（RESAS）の構築に貢献した。

研究成果の概要（英文）：Firstly, we have developed a novel method of prediction for general relational 
data. By predicting different types of relations, our prediction method performs better than an existing 
method which tries to predict individual relations separately. Next, we have analyzed the structure of a 
supply chain in a region of Chubu and Hokuriku, which enables us design sustainable and robust supply 
chain in general. We have also analyzed robustness and flexibility for a supply chain on renewable energy 
industries based on agriculture and forestry in the island. Through the project, we have contributed to 
developing the system for analyzing regional economics, RESAS, by CABINET SECRETARIAT.

研究分野： 技術経営
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 我が国の企業間に形成された密な取引構
造は、組織を超えた協働や情報交換を促進し、
産業の競争力の向上に寄与してきた。海外に
おいてもシリコンバレーやオースティン等
の密な企業間ネットワークが形成されてい
る地域では、多くのイノベーションが産まれ
世界的な競争力を有していることから、特定
の地域に集積した企業間のネットワークで
ある「地域クラスター」が産業政策上の重要
な概念として注目されてきた。現在では、産
業の競争力や持続的な発展のためには、企業
間のネットワーク構造を正しく理解するこ
と、協働のネットワークを適切に構築してい
くことが重要であると広く認識されている。 
 現在、そのような企業間ネットワークが企
業の業績に与える影響は、経営学上の重要な
研究課題となっており、経営学の複数のトッ
プジャーナルに多数掲載されるようになっ
てきた。研究代表者らは、我が国に形成され
ている企業間ネットワークの構造を特定す
る先駆的な研究を行ってきた。さらに、地理
情報システムとネットワーク分析を組み合
わせて分析する手法や、多層的なネットワー
ク構造の分析手法といった、企業間ネットワ
ークの構造を分析するための多様な手法の
開発を行ってきた。 
 企業間ネットワークは我が国の経済の発
展に寄与してきたと評価できる一方、東日本
大震災以降、企業では、事業継続計画の策定
のためのサプライチェーンの見直しが進ん
でいる。事業活動の継続性に影響を与える因
子は、災害や事故だけではない。中小企業が
企業数の 99.7%、雇用の約 7 割を占める我が
国では、後継者や運転資金の不足による企業
の経営状態の悪化が、連鎖的に産業に深刻な
影響を与え得る。東日本大震災の際には、中
核的な中小企業の生産停止によって、被災地
以外の産業のサプライチェーンにも影響が
生じ、産業を支える中小企業の重要性が改め
て認識された。震災以降、研究代表者らは、
それまでの研究成果を活用し、石巻都市雇用
圏の取引構造の分析を行ってきた。被災地域
の産業の復興支援のために、取引ネットワー
クの結節点となる中核的な企業を特定し、他
の企業への影響が大きいことから優先的に
支援すべき企業の抽出を行った。この成果は
2011 年度の中小企業白書にも掲載されてい
る。 
事業継続計画の策定にあたっては、予期せ

ぬ事象によるサプライチェーンの不全に備
えて、代替となるサプライチェーンを設計す
る必要がある。また、自社の直接の取引先だ
けでなく、取引ネットワーク上の 2 社先、3
社先の企業をも考慮する必要がある。 
従来の経営学の研究では、企業間ネットワ

ークが、企業の活動や業績に与える影響の理
解に主眼が置かれてきた。しかし、それだけ
では新たなサプライチェーンを設計するこ
とは困難である。本研究では、多元的なグラ

フ構造データに対する機械学習を用いて、事
業継続計画の策定のためのサプライチェー
ン設計支援を行う手法の開発を目標として
研究開発を実施する。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、特定の企業や企業群に供
給・販売を依存しない、頑健なサプライチェ
ーンを設計するための情報工学的な手法の
開発である。そのために、グラフ構造データ
に対する機械学習の手法を開発する。同手法
は、既存のノード単位の学習手法に代わって、
ノード群をセマンティックな情報とともに
モデル化し提示する、新たな汎用的な機械学
習のフレームワークとして活用できる。機械
学習を用いて、膨大な企業の企業情報、技術
情報、取引構造を分析し、サプライチェーン
の構造をモデル化し、その有効性をフィール
ド調査で評価する。獲得したモデルをシステ
ム化することで、サプライチェーン上の任意
の部分が欠損した場合に、代替となる企業群
や技術群の候補を自動的に抽出し、新たなサ
プライチェーンの設計の指針とすることが
出来る。 
 企業がサプライチェーン上に欠損が生じ
た場合に取り得る方法は 3 つである。一つは、
同様のサプライチェーンを構築し得る別の
企業群を探索すること、もう一つは自社で欠
損した技術やプロセスを補うこと、最後にそ
れら代替企業群と技術の自社導入の組み合
わせである。そのためにサプライチェーンと
いうネットワーク情報と、技術情報等のテキ
スト情報を組み合わせて分析をする必要が
ある。 
 その目的を達成するために、本研究では以
下の点を研究項目として設定する。 
(1) 企業取引情報からのサプライチェーン

の抽出; 
(2) 特許情報からの企業の技術情報の抽出; 
(3) 多元的な木カーネルを用いた機械学習

手法の開発;  
(4) 潜在的な取引関係の抽出および妥当性

の評価; 
(5) 事業継続計画の策定のために考慮すべ

き潜在的関係の優先度の判定。 
本研究の特色は、サプライチェーン上の企

業間の潜在的な関係の抽出をネットワーク
におけるリンク予測問題と捉えることであ
る。計算機による大規模なネットワークデー
タの取得と処理が可能になったことにより、
ネットワーク上で欠損あるいは未観測な繋
がり（リンク）を予測する手法が、近年様々
に研究されている。しかし、それらの多くは、
ネットワーク情報のみに基づいて予測され
ている。本研究では、取引構造というリンク
情報だけでなく、技術情報、属性情報を組み
合わせた分析、ならびにそのための多層的な
データの学習手法の開発が独創的な点であ
る。 

もう一つの特色は、グラフ構造を学習する



ために、木カーネルを用いるという点である。
既存手法では、単一のノードの情報をカーネ
ルとして用い、リンクの類似性に基づき学習
を行っている。これをサプライチェーンに適
用すると、取引の類似性が高い既存の系列等
の取引構造の中の、単一の企業が推薦される。
従って、代替となるサプライチェーンを、既
存の取引構造の枠外の企業で構成すること
が出来ない。本研究では、単一ノードではな
く、複数ノードで構成される取引の木構造と
いうトポロジカルな情報、さらには、技術情
報、属性情報をモデルの入出力の対象とする。
これにより、既存の取引構造以外であっても、
取引の機能的な構造が類似している企業群
や技術群を推薦することが可能になる。本研
究で開発する木カーネルを用いた機械学習
の手法は、既存のノード単位の学習手法に代
わって、ノード群をセマンティックな情報と
ともにモデル化し提示する新たな手法であ
り、ソーシャルネットワークや論文・特許情
報の検索エンジンなど、セマンティックな情
報を有する他のネットワークデータの活用
にも適用可能である。 
 
３．研究の方法 
 (1) 企業取引情報からのサプライチェーン
の抽出 
申請者らが開発を行っているネットワー

ク分析の手法をもとに、企業取引情報からサ
プライチェーンの情報を抽出するアルゴリ
ズムを開発しその妥当性を評価する。データ
は研究代表者が保有している帝国データバ
ンクの企業取引情報を用いる。既に関東甲信
越地方の製造業を中心に、全国１８地域・産
業における数十万社の企業の属性情報なら
びに取引情報を保有しており、電機・機械、
農業・食品など多様な地域、産業の分析を行
ってきた。本研究では、これまでは対象とし
てこなかった、中京地域等の自動車産業を対
象に加える。自動車産業は裾野が広く新たな
企業間連携が強く期待されているものの、系
列を超えた新たな結びつきが強いとはいえ
ない。自動車産業を分析対象に加え他産業と
の比較を行うことで、産業構造や企業間連携
に関する新たな知見が得られることが期待
できる。また、我々の従来のネットワーク分
析の手法では、企業間の取引関係の方向性を
考慮しない無向グラフを用いている。仕入先、
販売先という方向性を考慮した有向グラフ
の分析に手法を拡張し、任意の企業を中心と
する最小木を抽出する。これにより、サプラ
イチェーン中の企業の構造的な位置を同定
する。各企業の業種や規模等の属性情報や、
他の研究項目で獲得される技術情報と合わ
せることで、任意の企業のサプライチェーン
における構造的位置を、属性情報ならびに技
術情報と対応させることが可能となる。 

 
(2) 特許情報からの企業の技術情報の抽出 
 出願特許情報に対し、自然言語処理を行う

ことで、各企業の技術情報の抽出を行う。技
術情報の抽出にあたっては、一般語の除去や
語の多義性が課題となる。申請者らは社会ネ
ットワーク分析により語が使用されている
文脈をモデル化することで重要な語句を精
度よく自動抽出する手法を開発している。例
えば、実装という語は情報技術においてはプ
ログラミングを指すが、電子デバイスにおい
てはプリント基板上へのアセンブリの技術
を指す。このような多義性を各企業の取引構
造や産業分類を考慮することで解決する。 
また、サプライチェーンの構築支援のため

の特許情報の分析においては、出願国の情報
も重要であると考えられる。特許の出願国数
は当該技術の重要性ならびに企業の海外進
出の意思を反映していると思われる。これら
の要素は各企業の提携先の探索における重
要な要素である。特許情報は取得できるデー
タ量の多さ、収録している出願国の範囲から、
Thomson Reuter 社の Thomson Innovation を利
用する予定である。 

 
(3) 多元的な木カーネルを用いた機械学習手
法の開発 
申請者らの機械学習の手法を発展させ、企

業の有するサプライチェーンの情報、技術情
報に加え、属性情報を加味した多元的なグラ
フ構造を有するデータに対し、木カーネルを
適用し機械学習を行う手法を開発する。既に、
機械学習を用いたビジネスパートナーの推
薦システムの開発を行っているが、そこで
用いている学習手法は単一の企業の情報、
ならびに直接の取引先の情報のみであり、
サプライチェーンを考慮できていない。ま
た、木カーネルを用いた機械学習の手法の
サプライチェーンへの適用、ならびに多元
的なデータの活用はなされていない。 
新たなサプライチェーンの設計にあたっ

ては、サプライチェーン上の A 社を直接代替
可能な企業は存在しないとしても、数社の技
術や保有しているプロセスを組み合わせて
用いることができれば、A 社を代替できる可
能性が高い。そのような分析を可能とするた
めに、サプライチェーンの情報を木カーネル
として組み込んだ機械学習の手法を開発す
る。また、既存の木カーネルはサプライチェ
ーンのネットワーク構造のように特定の情
報を入力の対象としているため、それを、企
業の属性情報、技術情報を合わせてモデル化
できるように拡充する。これにより、サプラ
イチェーン中の企業間の関係性だけでなく、
所在地、従業員数、業種、製品・サービスと
いた属性情報や、各企業の技術情報も考慮し
た、サプライチェーンの構築支援という目的
に則したリンク予測手法を提案する。 
 
(4) 潜在的な取引関係の抽出および妥当性の
評価 
抽出を行った各企業が有するサプライチ

ェーンの構造的情報、技術情報や、属性情報



を入力情報とし、多元的な木カーネルを用い
た機械学習を行うことで、潜在的な取引関係
のモデル化を行う。開発したモデルを用い、
各企業の有するサプライチェーンの部分を
代替し得る企業、企業群、企業や企業群と技
術の組み合わせを推薦するシステムの開発
を行う。 
 また開発したシステムを用いて、モデルの
妥当性の評価を行う。得られた結果をランキ
ングとして表し、ユーザーである企業から評
価を受けることで、モデルが推測した結果の
妥当性を評価する。評価にあたっては、開発
した技術を、我々が既に開発を行い公開して
いる、提携先や取引先の探索支援システム
「 SMEET 」 
(http://www.ipr-ctr.t.u-tokyo.ac.jp/smeet_dev/) に
実装し、サプライチェーンの代替可能性に関
する評価を可能なユーザーインターフェー
スを準備する。また、Web インターフェース
からの入力では捉えきれない定性的な評価
結果などをヒアリング調査により補完する。
Web インターフェースに依る評価、ならびに
ヒアリング調査にあたっては、既に協力関係
にある中小企業庁や全国イノベーション推
進機関ネットワーク、各地域の産学連携機関
等と連携し、協力企業を募りながら実施する。 
 
(5) 事業継続計画の策定のために考慮すべき
潜在的関係の優先度の判定 
 各企業の有するサプライチェーンの部分
を代替し得る企業等を精度よく推測するこ
とは、そのサプライチェーンの当該部分の重
要性を保証しない。そこで、企業へのヒアリ
ング調査により、事業継続計画を策定する上
で優先的に検討すべきサプライチェーンの
部分の特徴を収集、分析し、考慮すべき要素
をモデルに組み込み、その結果を「SMEET」
等のアプリケーションのインターフェース
の表示等に反映させる。 
 
４．研究成果 
 初年度の成果として、まず、抽出を行った
各企業が有するサプライチェーンの構造的
情報、技術情報や属性情報を入力情報とし、
開発を行った機械学習手法を用いた分析を
行うことで、潜在的な取引関係のモデル化を
行った。次に、開発したシステムを用いて、
モデルの妥当性の予備的な評価を行った。得
られた結果をランキングとして表し、ユーザ
である企業から評価を受けることで、モデル
が推測した結果の妥当性を評価する。評価に
あたっては、我々が既に開発を行い公開して
いる提携先や取引先の検索支援システム
「SMEET」に実装し、サプライチェーンの代
替可能性に関する評価を可能なユーザイン
タフェースを準備した。また、ウェブインタ
フェースからの入力では捉えきれない定性
的な評価結果などをヒアリング調査により
補完する体制を構築した。 
 ウェブインタフェースによる評価、ならび

にヒアリング調査にあたっては、既に協力関
係にある中小企業庁や全国イノベーション
推進機関ネットワーク、各地域の産学連携機
関と連携し、協力企業を募り評価体制を構築
した。さらに事業継続計画の策定のために考
慮すべき潜在的関係の優先度の判定を行っ
た。具体的には、企業へのヒアリング調査に
より、事業継続計画を策定する上で優先的に
検討すべきサプライチェーンの部分の特徴
を収集、分析し、考慮すべき要素をモデルに
組み込んだ。 
 企業間の関係には単なる取引の有無だけ
でなく、互恵性のある取引など、様々な種類
の関係が成立しうる。平成 25 年度以降の成
果として、 まず、一般的な関係データの予
測法として、複数の異なる種類の関係を同時
に予測することで、個々の関係を独立に予測
するよりも高精度で予測を行うことができ
る新しい関係予測手法を開発した。Web 等か
らの企業データの収集は多くの場合完全な
自動化は困難で、人手による煩雑な作業を伴
う。これを効率的に行うためにクラウドソー
シングを利用して企業データを収集するこ
とが有効である。我々は、クラウドソーシン
グを用いたデータ収集に際し、できるだけ少
ない作業者で高い品質を担保する能動機械
学習手法を開発した。 
 上記の方法論の開発に加え、持続可能で頑
健なサプライチェーンを築くために必要と
なる分析を具体的な地域に特化した形で検
討を進めた。具体的には、中部北陸地域にお
けるサプライチェーンの構造分析を行い、各
県ごとの産業集積ならびに、複数の県を跨っ
たサプライチェーンの比較分析を行い、取引
関係と地理的近接性の関係性に見られる産
業や業種ごとの違いを考察した。加えて、企
業の実務家への情報の提供を通じて、広域の
サプライチェーンを設計するための課題や
指針について検討を行った、また、地域とし
ては離島として閉じた系である種子島をと
りあげ、農林業をベースとした再生可能資源
に関するサプライチェーンに必要 
な頑健性と柔軟性について解析し、実際に島
嶼地域のシステムデザインを行った。さらに、
実際のサプライチェーンを構成するプレイ
ヤーとの対話を進めながら持続性・頑健性・
柔軟性を考慮した設計における要件定義を
行った。 
 研究代表者らは、本研究で得た知見をもと
に、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部の
地域経済分析システム（RESAS）の構築に貢
献した。また、同本部創生基本方針検討チー
ム（金融・産業 WG）委員を委託され、本研究
をもとにした知見の提供を行っている。 
 また、2015 年 2月には、本研究で得られた
成果をもとに、International Workshop on 
Business Ecosystem and Supply Chain 
Management を開催し、本領域における国内外
の研究者とSMEETのサプライチェーンマネジ
メントへの応用可能性や留意点について議



論ならびに意見交換を行った。ワークショッ
プでは特に、企業のオープンイノベーション
への対応や、海外展開支援の可能性について
有益な知見が得られ、本研究プロジェクト終
了後も国際共同研究への展開について継続
的に意見交換を行っていくこととした。 
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